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市
民
と
と
も
に
放
射
能
問
題
・
福
祉
・
教
育
に
全
力

阿部はるまさ 市政報告
2011 年 10 月の

　市民と議員の批判や要望を受け、市の放
射能対策にも進展が見られます。学校等に
線量計も配布され、施設内の側溝、吹きだ
まりなどの除染も行われています。近く、
通学路の側溝等の除染も始まります。
　しかし、測定も除染も学校等や通学路に
限られており、子どもたちの生活全体を見
渡した対策にはまだなっていません。
　背景には、市が〝「学校等」で年間1ミリシー
ベルトをめざす〟という立場に固執してい
ることがあります。「学校等」に限定すれば
1ミリをクリアできるが、外にまで広げると
1ミリを超えてしまう流山の高い放射能汚
染。この現実に尻込みしているのです。
　しかし私たちは、子どもたちの未来のた
めに、現実から出発して放射線量の最小限
化をめざす、このことに覚悟を決めて取り
組む必要があります。そのためなら、協力
を惜しむ市民はいないでしょう。

呼びかけ人　内橋克人／大江健三郎／落合恵子／鎌田慧
／坂本龍一／澤地久枝／瀬戸内寂聴／辻井喬／鶴見俊輔

　東京電力福島第一原子力発電所での連続爆発、炉心溶融
（メルトダウン）事故によって、海も大気も大地も汚染され、
これから被曝者が大量にでることが予想されます。
　わたしたちは、広島、長崎被爆者の問題を未解決のまま、
原発の被害者であり、加害者であるという立場にたたさ
れました。
　いまの子どもたちばかりか、まだ生まれてこない子ど
もたちにも、計り知れない悪影響を与えるとの不安に駆
られています。人間は核とは共存できないのです。
　父も母もきょうだいも、幼い子たちになにを食べさせ、
どこへ避難させるべきか悩んでいます。答えはありませ
ん。わたしたちは未来の命のために、自然を傷つけ、エ

　

マ
ン
シ
ョ
ン
の
掲
示
板
で
市
の
タ
ウ
ン

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
南
流
山
セ
ン
タ
ー
で
開
催

さ
れ
る
と
知
り
、
出
席
し
ま
し
た
。
市
長
は

じ
め
、各
局
長
、課
長
ら
が
勢
ぞ
ろ
い
。
一
方
、

出
席
し
た
市
民
は
、
地
域
の
行
事
が
重
な
っ

た
た
め
か
、
非
常
に
少
な
く
残
念
で
し
た
。

　

と
は
い
え
、
出
席
者
ほ
ぼ
全
員
が
意
見
を

述
べ
る
こ
と
が
で
き
、
か
え
っ
て
良
か
っ
た

か
も
。
私
は
保
育
等
に
つ
い
て
質
問
。

　

一
つ
は
、
兄
弟
姉
妹
は
基
本
的
に
同
じ
保

育
園
に
入
園
で
き
る
こ
と
を
流
山
市
の
基
本

方
針
に
で
き
な
い
の
か
と
い
う
こ
と
。
も
ち

ろ
ん
、
い
ろ
い
ろ
な
事
情
で
方
針
が
守
れ
な

い
場
合
も
あ
る
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、
基
本

を
ど
こ
に
置
く
か
で
、
こ
れ
か
ら
子
ど
も
を

産
む
人
た
ち
の
負
担
感
は
全
く
違
い
ま
す
。

　

次
に
市
の
保
育
園
で
障
が
い
を
も
つ
子
ど

も
を
受
け
入
れ
て
い
る
保
育
園
が
少
な
す
ぎ

る
こ
と
。
子
育
て
は
本
当
に
大
変
だ
か
ら
、

私
は
障
が
い
が
重
度
で
あ
れ
ば
あ
る
ほ
ど
、

昼
間
は
子
ど
も
を
保
育
園
の
専
門
家
に
預
け

る
べ
き
と
思
い
ま
す
。
保
育
園
以
外
は
、
お

母
さ
ん
、お
父
さ
ん
が
、が
ん
ば
る
の
だ
か
ら
。

で
も
今
の
日
本
は
、
重
度
で
あ
れ
ば
あ
る
ほ

ど
、
家
族
で
お
世
話
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

少
な
く
と
も
全
て
の
市
立
保
育
園
は
障
が
い

児
童
を
受
け
入
れ
る
べ
き
で
す
。
地
域
の
中

で
産
ま
れ
、
育
ち
、
働
く
社
会
に
す
る
た
め

に
は
、
ま
ず
保
育
所
か
ら
変
る
べ
き
で
す
。

　

第
三
に
、
子
ど
も
へ
の
虐
待
。
東
葛
地
域
の

児
童
相
談
所
は
柏
に
あ
る
た
め
、
精
神
的
に
も

「
遠
い
」。
回
答
で
、
流
山
市
に
相
談
員
が
３
名

■徹底した除染で子ど
もたちに安全な環境を

■「子育てに優しいまち」を
言葉だけにしないために

流山市議会
社民党

安
心
し
て
く
ら
せ
る
流
山
を
つ
く
る
た
め

■東電以外の電気事業
者に替えて経費削減を
　「安全神話」を創作しつつ原発建設を推
し進め、爆発事故を起こして東日本の何
千万人の市民に多大な苦難を押しつけなが
ら、未だに真剣な反省がない東京電力。流
山市が汚染対策に要した費用の賠償請求に
対しても、東電はゼロ回答です。
　小口需要家の私たち市民は、東電から電
気を買うことを余儀なくされていますが、
たくさんの電気を使う市の施設の多くは、
東電以外から電気を買うことができます。
実際、東京の立川市では、東電以外の電気
事業者に切り替えて、電気料金を 20％引
き下げることができました。ＰＰＳ（特定
規模電気事業者）と言われる事業者は全国
に 50社以上あり、東電よりも安くてクリー

ンな電気の供給を行っています。
　9月議会での阿部の質問に対して、市は
一部の施設をＰＰＳに切り替えただけで
860 万円の削減になる、前向きに検討する
と回答。一円の費用もかけず、市民サービ
スを低下させることもなく行える市の経費
削減策です。実行を見守っていきましょう。

　市民の関心事である高齢者介護の仕組み
の充実や、保育所の待機児童解消に向けて
の取り組みは、まだまだ〝道遠し〟です。
　ＴＸ沿線の大きな駅周辺の開発計画に対
する熱の入れ方と同じくらいに、福祉・子
育て支援に力を入れれば、もっと前へ進め
るはずです。
　「待機者解消」を口実に、安上がり福祉
を横行させないことも重要です。公立保育
所の廃止や、保育の質と保育士さんたちの
労働条件の劣化をまねかないように、市民
とともに監視を強めます。
　福祉と子育てのためには、地域経済が元
気であることも重要。住宅リフォーム助成、
自治体と契約する事業で働く人々の労働条
件を守る「公契約条例」など、地域の経済
と雇用を暖める施策のため奮闘します。

い
る
と
の
こ
と
。
こ
れ
を
「
子
育
て
相
談
ホ
ッ

ト
ラ
イ
ン
」
と
い
っ
た
形
で
Ｐ
Ｒ
し
、
必
要
な

人
に
必
要
な
支
援
が
出
来
る
よ
う
に
す
べ
き

で
は
？　

子
育
て
中
の
私
が
、
そ
の
存
在
を
知

ら
な
か
っ
た
の
で
す
か
ら
！　

本
当
は
、
地
域

ご
と
に
子
育
て
の
拠
点
が
あ
り
、
そ
こ
が
保
育

園
・
幼
稚
園
、
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
、
子
ど

も
の
遊
び
の
場
、
健
康
管
理
、
信
頼
で
き
る
大

人
が
い
る
場
を
兼
ね
た
場
に
な
り
、
虐
待
や
い

じ
め
な
ど
、
子
ど
も
が
気
楽
に
相
談
で
き
る
場

に
な
る
と
い
い
の
で
す
が
！

　

最
後
に
放
射
線
。
好
む
と
好
ま
ざ
る
と「
流

山
市
＝
ホ
ッ
ト
ス
ポ
ッ
ト
」
で
有
名
に
な
り

ま
し
た
。
こ
れ
は
事
実
。
市
長
は
税
金
を
払
っ

て
く
れ
る
若
い
世
代
が
増
え
て
ほ
し
い
と
。

で
も
、
そ
の
世
代
は
子
育
て
世
代
。
な
ら
ば

原
発
事
故
に
対
す
る
流
山
市
の
初
動
は
甘
す

ぎ
ま
し
た
。
放
射
能
は
見
え
な
い
か
ら
、
危

険
と
い
え
ば
危
険
、
大
丈
夫
と
い
え
ば
大
丈

夫
。
だ
か
ら
大
変
な
の
で
す
。
危
な
い
と
思

う
人
た
ち
に
も
安
心
し
て
も
ら
え
、
ホ
ッ
ト

ス
ポ
ッ
ト
だ
が
市
は
こ
ん
な
に
努
力
し
て
い

る
か
ら
大
丈
夫
、
と
言
え
る
だ
け
の
努
力
を

し
、
示
し
て
い

く
。
そ
れ
な
く

ば
、
子
育
て
世

代
は
流
山
市
に

引
っ
越
し
て
き

ま
せ
ん
。

　

次
回
の
会
に

は
、
あ
な
た
も

ぜ
ひ
！　
　
　
　
　
　
　
　
（
南
流
山
　
Ｋ
）

障がい児保育、児童虐待、放射能問題への市の取り組みに望む

市主催のタウンミーティングに参加して 支援者より

さようなら原発
千万人署名にご協力を

ネルギーをあさって浪費する生活を見直し、あらゆる生
物と共存する、「持続可能で平和な社会」を希求します。
　まず、原発廃止に向けて政治のカジを切り、核エネルギー
政策からの大転換を強く訴え、以下のことを要請します。

１．原子力発電所の新規計画を中止し、浜岡をはじめと
した、既存の原子力発電所の計画的な廃炉を実施するこ
とを求めます。
２．もっとも危険なプルトニウムを利用する、高速増殖
炉「もんじゅ」および核燃料再処理工場を運転せず、廃
棄することを求めます。
３．省エネルギー・自然エネルギーを中心に据えた、エ
ネルギー政策へ
の転換を早急に
始めることを求
めます。

〈署名用紙は阿部
まで連絡頂けれ
お届けします〉



　行政コストは、単に安
ければ良いわけではあり
ません。安さ追求が、住
民サービス低下や雇用悪
化になってしまっては、
地域を疲弊させるだけ。
しかし電気は、PPS から
8 割の値段で買っても、
中身は同じ電気です。
　ＰＰＳ導入は、日本の
エネルギー政策、産業や暮らしの在り方、企業と政治の
癒着をただして民主主義を育て深める課題などを、広い
市民的な土俵で議論するよいきっかけにもなります。
　また東電など原発を推進してきた企業の体質も問題で
す。事故隠し、ウソの報告、やらせ、被曝労働。そして
福島原発事故により、東日本の何千万人の市民に取り返
しがつかない被害を与えましたが、未だに無反省です。
　こうした企業にそもそも市の入札に参加する資格があ
るのか、そのことさえが問われる問題です。

（１）ＰＰＳと契約が可能な市の施設は 8月現在で 51
施設。代表的なものとしては市役所本庁舎をはじめ、ク
リーンセンター、23校の小中学校、福祉会館 9施設等。
（２）議員ご指摘の通り、立川市では競輪場でＰＰＳへ
の切り替えにより約 20％の電気料金を削減。
　削減効果は契約の諸条件により大きく変わるが、仮
に小中学校を東電からＰＰＳに切り替えると年間約 690
万円の削減。
　また、小中学校以外
の施設の一例として､
市役所本庁舎をＰＰＳ
に契約を変更し、単価
を18％低く試算する
と、概ね年間 170万円
の削減。
（３）市の電力調達に

　市は放射能問題について「広報ながれや
ま」で様々な偏った記事を掲載してきまし
た。いくつかを指摘し、猛省を求めます。

① 8 月 21 日号　2 面「放射線と生活習
慣による発がんリスクを比較」
　放射線被曝の健康への影響が問題となって
いる状況下で、どうして「たばこや大量飲酒」
の発がんリスクが持ち出されるのか。ここで
求められているのは、放射線被曝と発がん等
の健康リスクを素直に論じること。
　また被曝が健康に与える影響は、発がん以
外にも、乳児・新生児の死亡、死産、脳血管、
循環器系・呼吸器・消化器への影響、そのほ
か多種多様な影響が指摘されているはず。

②同 2 面「放射線のことを詳しく知ろう」
　自然放射線は「日本では年間１.5 ミリシー
ベルト」とあるが、外部被曝と内部被曝の内
訳を示さず、空間線量からの被曝は 0.2 ～ 0.5
ミリほどであることが隠されている。これで
は1.5ミリを空間線量と読み間違えてしまう。

③ 8 月 1 日号　1 面のリード
　ＩＣＲＰ（国際放射線防護委員会）「の勧
告に示された目安を尊重し、小・中学校、幼
稚園、保育所などの施設において、管理の基
準を年間 1ミリシーベルト以下（自然界から
の放射線を除く）とすることを目標とし」と
あるが、同勧告が示しているのは生活空間、
生活時間の全てを通して年間1ミリシーベル
トのはず。市はなぜ「学校等」に限定するのか。

④同 2 面　「『放射線基礎講座』での質問
と回答」
　答５の、「（線量が同じであれば）線源や線
質が異なっても、影響（危険度）は同一」は
間違い。
　そもそも質問の５は、「Ｘ線や宇宙線と福
島原発から出される放射性物質とは、種類が
まったく違うので、数値のみでの比較はでき
ない」のではと問うている。はるか宇宙の彼
方からの放射線などは、線源が身体の中には
入ってくることはなく、皮膚にもつかない。
影響（危険度）はまったく異なるはず。

⑤７月２１日号　２面「学識経験者の見解」
　「5ミリシーベルトというのは今の法令に
照らしても問題ない値」と書いてあるが、Ｉ
ＣＲＰの勧告を完全に読み間違えている。
　また広報に掲載する際には、「日本の法令
では正しくは年間１ミリシーベルト以下と
なっています」との趣旨の但し書きくらいは
入れておくべき。
　「セシウムは土にしっかりと固着され空中
に飛び散ることはありません」もひどい。セ
シウムだけが飛び散るなどとは誰も考えてい
ない。その土が乾燥して舞い上がったときに
は、セシウムも空中に飛び散るのだ。

③②

　電力は、東京電力などの 9つの電力会社に
よって主に供給され、地域独占企業として発
電と送電を一手に握っています。市民が苦し
められている原発の事故も、高い電気料金も、
この歪んだ独占体制と無関係ではありません。
　電力の自由化の動きはありましたが、9電力・
政治家・官僚たちに封じ込められ、かろうじ
て認められたのは特定規模電気事業者（PPS）
だけ。ＰＰＳは、契約電力が 50KW以上の需
要者でないと電気を売れない、9電力に高い宅
送料を取られるなどの悪条件のため、まだわ
ずかなシェアしか持っていませんが、原発事
故の中で注目を浴びはじめています。
　その最大の理由は、９電力の 7５％から 8
０％という低料金、そして CO2 係数が小さい
などエネルギー生産のクリーンさです。
　実は、日本の中央省庁は、防衛省を除き、
すでにＰＰＳから電気を買っています。９電
力の後ろ盾であった経産省が真っ先にＰＰＳ
と契約を交わし、電力料金を大幅に引き下げ
ました。そして、いま多くの企業や自治体が
ＰＰＳに熱い目を注ぎ始めています。

（１）特定規模電気事業者（ＰＰＳ）と契約が可能な市
の施設名・施設数は。

（２）立川市と同様に流
山市の電力調達をＰＰＳ
に切り替えた場合、市の
施設全体でどれくらいの
経費削減が見込めるか。
（３）市の電力調達にあ
たりＰＰＳも参加させ、
電気料金を低減すべきと
考えるがどうか。

東電以外の電気事業者も入札に参加させ
市の施設の電気料金を引き下げよう

東
電
以
外
の
電
気
事
業
者
と
は
？

な
ぜ
高
い
東
電
の
電
気
料
金
？

原
発
無
し
で
も
電
力
は
ま
か
な
え
る

市
は
『
広
報
な
が
れ
や
ま
』
で
の
偏
っ
た
放
射
能
記
事
を
猛
省
す
べ
き

質
問

立川市は 20％近く削減
流山市も可能では？

答
弁

小中校と本庁舎だけで
900万円近く削減

市民サービス削らず経費削減、
エネルギー問題をみんなで考え
るきっかけにもなるＰＰＳ導入

　政府と東電は、原発は最も低コストの発電
方法だと言ってきました。しかし世界第 3位
の原発大国の日本が、世界一高い電気料金と
なっています。なぜでしょうか。
　理由のひとつは「総括原価方式」。人件費
や燃料費、修繕費など 1年間にかかるとされ
る原価に、必要な利益を上乗せして料金を決
める殿様商法です。コストが大きくなるほど、
利益も上昇する仕組み。原発建設を次々と推
し進め、使用済み燃料までコストとして算入。
原発をつくればつくるほど、死の灰をプール
内にため込めばため込むほど、利益も上がる
というとんでもない仕掛けです。
　しかも東電のコストの中には、経産省など
の天下り受け入れ、メディア対策、御用学者
の育成等の費用も含まれています。こうして
得られた大きな利益の中から、政治家への献
金なども行われてきました。
　そしていったん事故が起きれば、除染、医
療、賠償、廃炉などのために何十年間もかけて数
十兆円の費用を支出しなければならないのです。
　国民の汗と労苦をむさぼり、浪費の限りを尽くす
原発企業＝東電に、電力を頼るわけにはいきません。

　東京の立川市が、市の施設の電気料金を大きく削減する
ことに成功しました。東京電力から電気を買うのをやめ、
ＰＰＳ（特定規模電気事業者）に切り替えた結果です。同
じ事は流山市でもできるはず。阿部はるまさは、9月議会
でそのことを質問、要求しました。

あたりＰＰＳも参加させることについては、先進自治体
やＰＰＳの事業者からヒアリングを実施し、施設のグ
ルーピングや契約期間などの諸条件整理を行い、前向き
に検討している。

　政府も東電も、原発を止めると電力不足に
なる、原発以外は高コストだ、電気料金が上
がれば企業が海外に逃げ出す、雇用が無くな
る等々と言ってきました。
　しかし、電力不足のネタにされているのは
１年のうちわずか数日、さらにそのうちの２
時間ほどのピーク時のこと。これに対処する
ことは、54基すべての原発が止まっても可能
だと、多くの専門家が指摘しています。
　なぜなら、いったん動かすと簡単に止められ
ない原発を動かし続けるため、そのしわ寄せで
発電能力の 5割以上が眠らされてきた火力発
電。同じく稼働率を低く抑えられてきた他の発
電設備。これらを活用すれば良いだけ、という
のです。それ以外にも、いま多くの企業が持っ
ている自家発電を活用することもできます。
　「電力危機」論が、原発推進勢力の作り話に
過ぎないことは、すでに明らかです。
　長期的には、火力発電などから自然エネル
ギーへの転換、地域的なエネルギーの生産・
消費のシステムづくりがめざされるべきです。


